
評価調査結果要約表

I. 案件の概要

国名：パラグアイ
案件名：ピラール南部地域農村開発計画
分野：農業一般
援助形態：プロジェクト方式技術協力（現：技術協力プロジェクト）
所轄部署：農業開発協力部 農業技術協力課
協力金額総計：12.1億円
協力期間：（R/D）: 1994年～1999年 （延長）: 1999年～2001年
先方関係機関：農牧省企画総局
日本側協力機関：JALDA（農用地整備公団）
他の関連協力：特になし

1. 協力の背景と概要

パラグアイ国家開発計画においては、基幹産業である農業を重点分野とし、農業基盤整備、栽
培作物の多様化を重視しつつ、効率的な農業生産の推進を掲げていた。パラグアイ南部に位置
するニェンブク県は、農家の80％は20Hs以下の小農が占めており、南北に県を横断するパラ
グアイ河、東西に横断するパラナ河の接点に囲まれた三角地帯でこれまで度々両河川の氾濫に
より被害を受けていた。特に1983年の大洪水は農地の大部分が灌水し、道路が切断されるな
ど多大な被害をもたらし、その後、溜水したままの土地が約半分に及び多くの小規模農民は厳
しい生活環境を強いられるとともに、農業生産活動の後退を余儀なくされた。

かかる状況下、パラグアイ政府は小農（20Ha.未満）が全体の8割を占めるピラール南部地域を
小農開発モデル地域とし、住民参加による農業基盤及び生活基盤整備を一体とした技術協力を
要請した。

（5年目の終了時評価調査において、「技術的自立発展性が確保されていない」との理由で
1999年から1.8年間延長された）。

2. 協力内容

（1）上位目標：

ピラール南部地域において小規模農家の生活水準が改善される。

（2）プロジェクト目標：

農牧省及びプロジェクト地域の小規模農家が、排水管理の改善、土壌改良、栽培技術の改良、
営農形態の多様化により持続的な農業開発を継続する為の技術力と組織体制を強化する

（3）成果：

1）排水管理計画の策定を行なう：プロジェクト地域におけるデータ収集・解析と排水改良計
画の策定作業を通して、カウンターパートが配水管理計画の策定に関する知識・技術を習得す
る。

2）モデル排水管理施設の整備を行なう：カウンターパートが排水改良モデル地区において排
水管理施設と営農展示用農地を整備することを通して、農民の参加を得て地域レベルで建設・
維持管理可能な排水管理施設の計画・設計・施工に関する適正技術とその実用的な活用方法に
精通する。

3）受益者の参加による排水路の維持管理体制の整備を行なう：適切な排水路維持管理の手
法・手順・組織体制が明らかになり、モデル地域の受益農家により実施されることを通して、
カウンターパートが住民参加による排水路維持管理の普及方法と組織開発の方法を習得する。



4）営農多様化・栽培手法・土壌改良手法の技術的な検討を行なう：適作物・適品種、代替作
物の可能性、作付体系の多様化、栽培技術の改良、適切な土壌改良技術の検討を通して、カウ
ンターパートがプロジェクト地域において生産性を向上できる技術改良の進め方を習得する。

5）多様化された営農形態と改良技術を導入するための普及活動の改善と強化を行なう：普及
員・キーファーマーに対する訓練・研修、モデル農家における改良された営農形態の展示、生
産者組織の指導・育成、情報キャンペーンなどを通して、カウンターパートと普及員が営農の
多様化と改良技術を効率的・効果的に普及できる能力を獲得する。

（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 7名
短期専門家派遣 9名
研修員受入 15名
機材供与 3.4億円
ローカルコスト負担 8,400万円

総額 12.1億円

相手国側：

ローカルコスト負担 現地通貨1.2億円相当

II. 評価調査団の概要

調査者

（委託コンサルタント名）Facultad de Ciencias Agrarias de la UNA

Ing.Agr.Lorenzo Meza Lopez アスンシオン大学農学部教授

調査期間：2004年2月20日～2004年3月29日

評価種類：事後評価

III. 評価結果の概要

インパクト、自立発展性を対象に、それぞれ5点満点（5：特優、4：優、3：良、2：可、1：不適
切）で採点を行なった

1. 評価結果の要約

（1）インパクト 以下5項目で評価（平均3.6点）

1）排水路と自然環境 3点

プラス面：水路・排水設備を施したことによりプロジェクトエリア在住農民の39％が土地
の回復を得た。更に、湿地帯が無くなった為 家畜の被害、作物の水害が減少し、水没時に
農地を追われた農民のUターンが見られ、プロジェクトエリアの農民の人口が増加した。衛
生設備（トイレ）を取り付ける農家が増えた。（4点）

マイナス面：水鳥の居場所が減少したため、魚、野鳥、野生動物が減少。水が退いたため新
たに家畜用溜池を作る作業が増えた。（2点）

2）道路等のインフラ 3点

プラス面：プロジェクトエリアの中心を横断する道路（ピラール市 －ヘネラルデイアス市
を直結）の開通により、農産物の輸送が容易になり輸送コストが大きくダウンした。ピラー
ル市の高校・大学への就学率が大幅に上昇した（プロジェクト開始前は自宅からの通学は距
離的に不可能であった）。村落に電気が通るようになり、保健医療制度も充実したため、定



着する若者が増加した。（4点）

マイナス面：道路が出来た為、密猟者が増えた（2点）

3）農牧産業と生産技術 4点

プラス面：マンジョカ、サツマイモの面積あたりの収穫量が増加した。調査対象者の40％
の農民が利潤の高い有機砂糖きび栽培を志している。土地保全に緑肥を施すようになった。
酪農家は人工授精による品種改良の結果、牛乳とチーズの質が向上し、生産量がアップし
た。（4点）

マイナス面：特になし。

4）組織体制 4点

プラス面：プロジェクトエリア内の30％の農民が集出荷コミッテイーを発足させ共同集出
荷を行っている。因みにプロジェクトエリア外の農民の共同集出荷体制は5％に過ぎない
（3点）

マイナス面：特になし

5）その他人材育成等 3.5点

経済的に豊かな農民は水路・排水溝の工事技術を学び、FUDENEを通じた簡易なインフラ整
備を自主的に実施するようになった。

（2）自立発展性 以下5項目で評価（平均3.46点）

1） 政策 4点

南部地域農村開発事務所運営方針（農牧省）そのものはプロジェクト終了時から大きな変動
が無く、一貫して農牧省の重点課題の1つと位置づけられている。

2）組織・制度 3.5点

本プロジェクト運営資金の出処である政府予算は非常に厳しい状況にあるが、DERMASUR
は、県庁、市役所、FUDENEとの重機貸与協定を結び、活動／事業遂行上必要とされるオペ
レーター雇上、燃料費・重機器保守用パーツ等を県庁、市役所、FUDENEから一部負担させ
ることで運営を成り立たせている。今後は地域農民コミッテイーを強化し、排水路の清掃等
を定期的に実施する態勢作りが必要。

3）重機類、人材 3.5点

作業用重機類の磨耗は激しく、大半の機材は延べ使用時間が6千時間を越えており、メンテ
ナンスが極めて重要であるが、DERMASURが独自に経営している修理工場には優秀な修理
技師とオペレーターが配置されており、技術面での不安は無い。しかしながら、同修理工場
スタッフの殆どが臨時雇用である点は不安要素である。尚、現在土木工事に従事している臨
時雇用はプロジェクト終了時からいた職員ゆえ技術的には問題が無い。

4）環境 2.5点

新規排水路土木工事の要請依頼がプロジェクトエリアとエリア以外の地域から多く挙げられ
ているが、DERMASUR機関の新規事業計画策定能力に限界がある。確固とした基本調査を
施し｢環境へのインパクト調査｣を実施することも今後の課題。

5）生産技術 3.5点

プロジェクト終了後もDERMASURは指導を継続し、養蜂家と酪農家が定着し、組織化した
生産販売網が確立。更に有機栽培法による砂糖きび生産も増加しつつある。

2. 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること



特になし。

（2）実施プロセスに関すること

排水路・道路工事等の土木技術移転のための重機類（ブルトーザー、バックホー、グレー
ダー）の各種必要機材が揃っていたため、極めて順調な土木工事が成された。
DERMASUR修理工場が本プロジェクトエリアの中心部に位置しており、有能な修理技師とオ
ペレーター技師が常駐している。また、スペアパーツは隣国（ブラジル製品）から容易に安
価で入手が可能なことが重機類の整備と継続した工事が可能となった。
プロジェクト終了期での地域エリアのニーズに基づき、FUDENEが結成されたた
め、DERMASURプロジェクトの継続した推進力となった。
排水路・道路インフラ整備等の土木技術を学んだカウンターパートがプロジェクト終了後も
継続して拡張工事を実施したこと。
地域農家（小農）が組織化した養蜂と酪農を手がけ、農産物の組織化した集出荷体制が取れ
た為、より高い効率性に寄与した。
農牧省ピラール農業普及局がDERMASURプロジェクト事業の中に吸収されたため、土木工事
と多様化営農指導の両面をこなす、より効果の高い成果を出した。

3. 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

当国の慢性的な予算不足から本省（農牧省）から予算化された送金が不定期なため、支障を
きたしているが、FUDENE,市役所、県庁からのバックアップがあり、土木工事等は進行して
いる。
FUDENE、県庁、各市役所との調整が難しく、特にMAG- FUDENEの間で不協和音が生じてい
るが、過去の失敗を教訓として新たな協定を作成し、各関係機関とのDERMASUR推進協定を
締結する予定。

（2）実施プロセスに関すること

地域住民は環境インパクトを考慮せず、新たな土木工事（排水路・道路）を要求して来る
が、DERMASUR関係者はプロジェクトモデル地域で学んだ経験を活かし、環境へのインパク
トを調査した結果を基に進めている。
殆どの土木工事用重機類（ブルドーザー、パワーショベル、グレーダー、バックホー等）の
使用時間は6千時間を越えており、年数耐用に到達しているが、優秀なDERMASUR修理工場
スタッフの尽力により、パーツの交換でまだ当分は使用が可能である。農牧省普及局
（DEAG）及び農業研究局（DIA）はDERMASURプロジェクト（農牧省企画総局が窓口）と
同じ省庁であるにもかかわらず、お互いの調整が取れずにいたが、本サイトにおいては普及
局・研究局共にDERMASURが総括することが明白となり、特に支障は生じなかった。
養蜂、酪農が定着したが集出荷場が無い状態であるが、地域住民のコミッテイーを構成する
など共同出荷体制が整いつつある。

4. 結論

（1）インパクト

1983年の大洪水による農牧地帯の灌水に伴い、通行用の道路までが遮断されため、多くの
農民が移転を余儀なくされたが、排水路を作り、道路（ピラール市━ヘネラルデイアス市を
横断）ができ、土地が回復した為、Uターン農民が増えた。プロジェクト実施期間で技術移
転した排水管理施設技術はDERMASURカウンターパートに引き継がれ、プロジェクト期間に
完成した147.8kmの排水路が終了後パ側の自力で88.7Kmも更に延長した実績は当該プロ
ジェクトが施した「排水管理施設技術」が充分定着したものと思料する。
また、多様化営農に関しても、養蜂生産と酪農生産農家が増えたこと、土地保全に伴う、有
機砂糖きび栽培の導入も最近試みている。



（2）自立発展性

DERMASURプロジェクトを推進する上でネックとなっている運転資金の不足であるが、終了
期に発足したFUDENEと10の市役所、ニェエンブク県庁、更に、周辺農家が支援する運転資
金を当てにし、事業の継続を推進している。
また、DERMASUR修理工場にはプロジェクト当時からの重機修理技師とオペレーター技師が
常駐しているため、大方の機材は稼動していることは、同修理工場の機能は極めて重要と思
料する。

5. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）相手国政府・実施機関への提言

農牧省から人件費と運営費を年間歳出予算に確実に計上できる体制作りが肝要であり、政策
面においても大蔵省に本プロジェクトの重要性を充分理解できる体制作りを確保することで
ある。
県庁及び各市役所も年間予算にオペレーション経費を組むべきである。
本プロジェクトエリアの拡張に伴い、事前に水路・社会経済・環境インパクト調査を実施し
た上で土木工事を行うべきである。
小農支援の一環として、生産者に対する融資制度の導入も考慮する。
官民が一体となって、本プロジェクトを遂行するべきである。

（2）JICAへの提言

大規模なインフラ整備を含むプロジェクトの場合は、経済社会的インパクトのみならず、環
境面へのインパクトをプロジェクト設計時に精査する必要がある。

6. 教訓

プロジェクト形成時に環境に及ぼすインパクトを考慮することにより、年々段階的に拡大す
る傾向にある本プロジェクトは広域的な視野に立った環境へのマイナスインパクトを軽減す
ることができる。
プロジェクト終了後「住民参加」を促す為には、本件のように排水路整備による経済的・社
会的便益の向上という短期的かつ目に見える効果がプロジェクトにより地域にもたらされる
ことが必要である。
プロジェクト終了時の維持管理費を十分に考慮したうえで、供与する機材の数量・種類を精
査する必要がある。
プロジェクト終了後の「住民参加」による継続性をより確固なものとする為には、小農のみ
でなく経済力（負担力）のある大規模農家もプロジェクト初期から取り込む必要がある。

7. フォローアップ状況

平成15年度フォローアップ案件として重機類のパーツを約5万ドル相当調達し供与した。
（平成16年3月実施）
DEERMASUR修理工場に重機類修理のシニア海外・ボランテイアが昨年10月に赴任した。
（派遣期間：平成15年10月～平成16年10月）


